
(様式１)

事業の名称 特定電気用品の適合性検査

事業の内容 電気用品安全法に基づく適合性検査

事業実施法人の名称 一般財団法人日本品質保証機構

(単位：千円)

前年度 今年度 対前年度比

Ⅰ 経常収益 (1) 事業収益 38,378 58,289 151.9%

経常収益合計 (A) 38,378 58,289 151.9%

Ⅱ 経常費用 (1) 事業費 33,793 47,637 141.0%

給与手当 17,467 23,273 133.2%

退職給付費用 1,154 1,360 117.9%

福利厚生費 3,362 4,617 137.3%

旅費交通費 218 424 194.8%

減価償却費 4,482 5,866 130.9%

備品消耗品費 560 581 103.7%

施設費 1,694 2,876 169.7%

研修費 51 65 128.0%

会議費 12 26 216.7%

業務委託費 2,627 4,236 161.2%

公租公課 1,842 3,815 207.2%

調査広報費 76 192 251.9%

その他雑費 248 305 123.2%

(2) 管理費 2,686 4,080 151.9%

経常費用合計 (B) 36,479 51,717 141.8%

当期経常増減額 (A)-(B) 1,898 6,572 346.2%

＜備　考＞

　①利益の実体（事業経営の効率性・経済性）をより忠実に表すため、損益計算の性格を

　　あわせ持つ正味財産増減計算により、算定しています。

　②千円未満を四捨五入しているため、合計及び小計欄に差が生じている場合があります。

　　

検査料等支出明細書

2022年4月1日より2023年3月31日まで

科目


